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はじめに

　本稿では、今年 2 月から 4 月までの、IFRS
財団アジア・オセアニアオフィスの主な活動内
容を紹介します。

東京商工会議所 BATIC の IFRS へ
の移行支援

　アジア・オセアニアオフィスでは、東京商工
会議所が開催する国際会計検定（BATIC）が
IFRS へ完全移行するためのお手伝いをしまし
た。具体的には、東京商工会議所が発行する
BATIC の公式テキストに IFRS からの引用を
用いるにあたって著作物の権利関係を IFRS 財
団ロンドン本部に確認するお手伝いをしまし
た。また、BATIC のテキストや募集要項に応
援メッセージを寄稿しました。
　日本における IFRS の普及を考えるうえで、
IFRS 教育の果たす役割はたいへん重要です。
例えば、ある会社の経営者が IFRS を採用する
ことを決めたとしても、それを実行できる人材
が会社にいないと、実際に IFRS の決算を組む
ことはできません。IFRS 移行時には、監査法
人のコンサルタントの手を借りることもできま
すが、移行が完了し通常業務に戻った後は、自

社の人材で IFRS の決算を組まないといけませ
ん。今後、日本における IFRS 人材のすそ野を
広げていくことが重要です。その観点から、今
般、BATIC が IFRS に移行したことはたいへ
ん良いニュースです。多くの学生や社会人の方
が BATIC に向けて IFRS を勉強すれば、日本
における IFRS 人材のすそ野を広げることに役
立ちます。
　アジア・オセアニアオフィスでは、同様の支
援を他の団体にも提供しています。例えば、日
本公認会計士協会（JICPA）が発行する研究論
文の中に IFRS からの引用を含められるよう、
アジア・オセアニアオフィスがリエゾンサポー
トを提供しました。IFRS 財団ロンドン本部で
は、今後 IFRS の利便性が増すよう、インター
ネットで著作物の使用許諾を得るシステムを検
討しています。

ASEAN 証券市場監督者ワーク
ショップ

　2 月の前半にタイのバンコクで開催された
ASEAN証券監督者ワークショップに国際会計
基準審議会（IASB）を代表して参加しました。
このワークショップでは、タイ、マレーシア、
シンガポールといった ASEAN 諸国の証券市
場監督局の職員が集まり、各国の検査体制の紹
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介や実際の検査事例の情報シェアなどを行いま
した。日本の金融庁からマレーシアの監督局に
出向している職員の方も、このワークショップ
に参加されていました。
　ASEAN の多くの国では、IASB が公表する
IFRS を適用しているか、又は国内基準を
IFRS にコンバージェンスさせています。その
ため、これらの国の検査官にとって、最新の
IFRS に関する知識は必修です。今回は、ワー
クショップの主催者であるタイ証券取引委員会
の要望で、ロンドンの IASB スタッフにTV会
議で参加してもらい、収益認識に係る移行リ
ソース・グループ（TRG）の状況、共同支配
の取決め（IFRS 第 11 号）の適用状況、金融
商品会計の概要、概念フレームワーク改定の議
論の動向などをワークショップの参加者に説明
しました。
　このワークショップ参加を通じて、アジア・
オセアニアオフィスにもいくつかの収穫があり
ました。まず、ASEAN諸国の証券市場監督局
と友好的な関係を築くことができました。
ASEAN諸国の証券市場監督局で働く職員の多
くは中国系で、国は違いますが、強い同朋意識
で結ばれています。また、日本に対して非常に
好意的です。現に、2 月のワークショップの
後、東京にあるアジア・オセアニアオフィスを
訪問してくれた参加者もいました。これまでア
ジア・オセアニアオフィスの活動は、同じ基準
設定主体であるアジア・オセアニア会計基準設
定主体グループ（AOSSG）との連携がメイン
でした。AOSSG は、同じ基準設定主体とし
て、今後も重要な連携先であることに変わりは
ありませんが、一方で、証券市場監督局は投資
家保護の守護神であり、IFRS 財団にとって、
IFRS の首尾一貫した適用を実現するために必
要欠くべからざるビジネスパートナーです。今
回のASEAN証券監督局の方々との交流をきっ
かけとして、今後は、広くアジア・オセアニア

地域全般の証券市場監督局とも連携していきた
いと考えています。
　また、今回のワークショップは、概念フレー
ムワークの重要さを再認識する機会にもなりま
した。各国の証券市場監督局の職員が、企業が
提出した財務諸表を検査する際に、会計基準の
細かい規定にこだわりすぎていては投資家保護
という究極の目的を達成できない可能性がある
と、ある参加者は言っていました。投資家保護
を実現するためには、会計基準の理解も重要で
すが、それと同じくらいに、又は、それ以上
に、概念フレームワークに定められている一般
目的財務諸表の目的、それを実現するための質
的特性、財務諸表の構成要素などを理解してい
なければならないと言っていました。タイから
帰国後、IFRS 財団ロンドン本部の教育担当
ディレクターと話し合い、2016 年 3 月に、
ASEANの証券市場監督局の職員を対象とした
「概念フレームワークに基づく IFRS の理解」
のワークショップを、タイのバンコクで開催す
ることにしました。

リサーチ活動

　アジア・オセアニアオフィスでは、法人所得
税プロジェクト、IFRS適用分析プロジェクト、
IFRS タクソノミー・プロジェクトの 3 つのリ
サーチプロジェクトを実施しています。
　まず、法人所得税プロジェクトですが、法人
所得税に関する財務諸表利用者（投資家）や財
務諸表作成者（企業）の情報ニーズを把握する
ため、IASB のコンサルテーション・グループ
である資本市場諮問委員会（CMAC）及び世
界作成者フォーラム（GPF）のメンバーに対し
て、法人所得税の財務情報ニーズに関する質問
書を送付し、その返答を取りまとめ、2 月 27
日及び 3 月 5 日にロンドンで開催された
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CMAC会議及び GPF会議で発表しました。今
後は、これらの会議で得た助言に基づいて質問
書をさらに発展させ、もっと広い母集団の投資
家やアナリストに対してアンケート調査を行
い、それらをリサーチペーパーの形で取りまと
めたいと考えています。
　次に、IFRS 適用分析プロジェクトです。こ
のプロジェクトでは、日本で IFRS を任意適用
した会社が公表したデータに基づいて、IFRS
適用の理由、主な財務的な影響、財務諸表のボ
リュームの増減、株価や外国人比率に対する影
響、アナリストの反応などのデータを収集して
います。日本における IFRS 適用企業及び適用
予定企業の数が 80 社を超えるようになり、収
集したデータの量も増えてきました。残念なが
ら IFRS の適用が開始されてから年月がそれほ
ど経っていませんので、時系列のデータは不足
していますが、今後もデータ収集を続けること
で、IFRS 適用の長期的なトレンドも把握でき
るようになることを期待しています。2014 年 7
月にこのプロジェクトを開始してから半年以上
過ぎましたので、これまでに集積したデータを
いったん取りまとめ、3 月 16 日の日本公認会
計士協会近畿会のセミナーで途中経過を発表し
ました。また、3 月 30 日と 31 日に、スタッフ
1名が韓国ソウル市で開催された会計シンポジ
ウムに参加し、日本における IFRS 適用の影響
を発表してきました。韓国は、日本と違って
2011 年に IFRS が強制適用されました。強制
適用であったため、IFRS 適用のベネフィット
が本当にあったのか、未だに実感できていない
企業もあるようです。日本には、任意適用の制
度の下、自主的に IFRS に移行していますの
で、基本的に全ての IFRS 適用企業が IFRS の
メリットを実感しています。日本の事例を紹介
することで、韓国企業の疑問に少しは答えられ
たのではないかと思います。
　IFRS タクスノミ・プロジェクトでは、世界

における IFRS タクソノミの利用状況の調査を
行っています。世界の各国で IFRS タクソノミ
の導入を決定する機関は、各国の証券市場監督
局や証券取引所、中央銀行さらには税務当局で
す。日ごろ、我々は会計基準設定主体と協働し
ていますので、証券市場監督局や税務局、証券
取引所などからの情報収集に時間が掛っていま
す。このため、例えば、2月にタイで行われた
ワークショップの機会などを利用して、アジア
の証券市場監督局の方々の協力を仰ぎ、少しず
つですがプロジェクトを前に進めています。そ
の甲斐があって、今年 6月には国別プロフィー
ルの第一弾を発表できる予定です。このプロ
ジェクトでは、その他に、日本のアナリストや
情報ベンダーの方々とのタクソノミに関する意
見交換も行っています。例えば、4 月 1 日に
IASB ロンドン本部からシニア・テクニカル
ディレクターが来日した際には、30 名弱の関
係者をオフィスに招待して、IAS 第 7 号
「キャッシュ・フロー計算書」の改訂基準書の
公開草案に含まれるタクソノミ修正案に関する
意見交換会を開催しました。今年 6月には、日
本以外の国からも関係者を招待して、IFRS タ
クソノミに関するワークショップや個別会議を
開催する予定です。

ハンス議長来日

　IASB のハンス議長が 3 月 31 日に韓国ソウ
ル市で開催されたシンポジウム（Korea Ac-
counting Review International Symposium）
に出席しました。ハンス議長には、その帰路、
4月1日から3日まで日本に立ち寄ってもらい、
日本の関係者の方々と意見交換してもらいまし
た。
　ハンス議長は、4月1日夕刻に日本に到着し、
企業会計基準委員会（ASBJ）の小野委員長等
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と夕食を取りながらの意見交換をしました。翌
日、4月 2 日は早朝より、帝国ホテルで財務会
計基準機構（FASF）主催の朝食会に出席し、
日本の主要なステークホールダーに対して、
IFRS の最新状況の説明を行いました。朝食会
で、ハンス議長は、まず、日本を含む主要経済
国における IFRS の適用状況が説明しました。
特に、日本について、強制適用ではなく任意適
用という制度下で適用企業が増えているという
状況に注目しました。なぜなら、強制適用の場
合と違って、任意適用では、企業が IFRS のメ
リットを検討してメリットがある場合のみ
IFRS を自主的に採用しているからです。この
ことは、IFRS 適用に実際のメリットがあるこ
との強い証明になります。ハンス議長は、日本
の他に、米国、中国、インドの状況に関しても
日本の関係者に説明しました。その後、ハンス
議長は、さらに、IASB の主要プロジェクト、
特に、開示に関する取組み、概念フレームワー
ク、IFRS 第 3 号の適用後レビュー、リース会
計について説明し、参加者からの質問に答えま
した。
　朝食会のあと、ハンス議長は金融庁、東京証
券取引所、経団連、JICPA など日本の主要な
団体を訪問しました。また、今回の来日では、
特に、IFRS を実際に使っている会社の財務担
当役員クラスの方と意見交換する機会も別途設
けました。IFRS を実際に使っている会社の役
員クラスですので、IFRS の良い面も悪い面も
含めて、たいへん深い洞察をお持ちの方ばかり
です。例えば、のれんの償却の議論 1つとって

も、単に「償却すべし」と言うだけではなく、
償却した場合のメリットとデメリット、償却し
なかった場合のメリットとデメリットの双方が
バランスよく議論され、たいへん有意義な意見
交換会となりました。今後も、このような会合
を継続的に開催したいと考えています。
　今回の来日はタイミングよく桜の満開時期に
当たりました。ハンス議長は、IFRS の議論だ
けでなく、満開の桜も楽しまれて帰路につかれ
ました。

その他の活動

　3 月 14 日に経済協力開発機構（OECD）─ア
ジア開発銀行（ADB）パネル会議に IASB を
代表して参加しました。また、3 月 23 日には
FASFの人材育成プログラムの講師を務めまし
た。

おわりに

　今季はアジア・オセアニア地域の資本市場監
督局との関係を深められました。また、リサー
チプログラムを前進させることができました。
今年の大きな目標の 1つは、年内にリサーチ活
動の成果を出すことです。今後、春から夏にか
けて正念場になると思います。気を抜かずに業
務を進めます。引き続きのご支援よろしくお願
い申し上げます。


